平成29年12月18日更新
住宅応急修理について（業者様用）
１　応急修理制度の概要
　応急修理制度は被災者の皆様にとって、「早急な居住確保のための制度」です。また、被災者が申込及び業者様に工事依頼を行うことによって、被災者に代わって町と業者様でその被災した住居を修繕する仕組みとなっております。
２　応急修理の流れ
　　　被災者が応急修理を申込みし、業者の方へ依頼  
・被災者が事前に町へ申込み（※申込の受付は平成２９年４月１３日（木）終了。）
・応急修理指定業者申請書（以下指定業者申請書）、見積書の様式を被災者から
受け取ってください。

確認事項
1． 金額の確認（限度額５７万６千円を超える部分の工事は申請者負担）
2． 工事施工前、施工中、施工後の写真が必要です。
　　　指定業者申請書及び見積書の作成　
（両書類は被災者からの署名・印鑑が必要です）

※見積書は記入例を参照　※見積書の日付は、空欄でお願いします。
Ⅰ　指定業者申請書、見積書及び施工前写真を町に提出　
※平成２８年１１月３日以前は、指定業者申請書を最初の修理時に提出すればそれ以降の修理では提出は不要でしたが、修理ごとに毎回提出していただくことになりましたのでご注意ください。
	町より受け取り
1 修理依頼書
2 応急修理請書（様式）
3 工事完了報告書（様式）
4 請求書（様式）



　　Ⅱ　修理請書を町に提出　


　　　応急修理の開始　　※写真は同じ方向から撮ってください。
　　　　　　　　　　　　
（施工前・施工中・施工後　…　見積書の工事内容すべて）

施工前と施工後の写真には、家全体が写っている写真も必要です。
　　　応急修理の完了　　※応急修理工事は工事完了期限までに完了してください。

	Ⅲ　③工事完了報告書　　・施工中、施工後写真の添付
④請求書　　　　　　・被災者の署名および印鑑が必要です。
を町に提出



　　　完　了　
３　対象となる被災者
　　　次のすべての要件を満たす者（世帯）が制度の対象となります。
　　　　１．半壊・大規模半壊・全壊の被害を受けたこと
　　　　２．応急修理を行うことによって、避難所等への避難を要しなくなると見込まれること
　　　　３．応急仮設住宅及び民間賃貸住宅借り上げ制度（みなし仮設住宅）を利用しないこと
４　応急修理の範囲
　　　屋根の基本部分、基礎、ドア等の開口部、外壁、上下水道の配管・配線、トイレ（洗浄機部分は除外）、浴槽等の衛生設備の日常生活に必要欠くことのできない部分について実施します。
５　応急修理の期限
■工事完了期限　平成３１年３月１３日（水）
工事完了報告書等の提出期限は平成３１年３月２２日（金）までとします。
※工事完了後は、速やかに完了報告を行うとともに、関係書類を提出ください。
■工事完了報告書等受付期間
　　　平成３１年３月２２日（金）まで　８時３０分～１７時１５分
※土・日・祝を除く。
■受付・問い合わせ先
　　役場２階企画情報課　☎０９６－２３７－２６４１
※書類の提出に際しましては、その場で訂正できるよう、印鑑（指定業者申請書に押印したもの）を持参してください。

応急修理工事完了後に提出する。





※提出の際の印鑑はすべて代表印（同一のもの）でお願いします。


※検収の後、入金されます。











